
公共施設マネジメントの推進

総務省自治財政局財務調査課
作成資料より抜粋

資料２



１．公共施設等総合管理計画
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総合的な管理による老朽化対策が必要となっている背景
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○ 過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える一方で、地方公共団体の

財政は依然として厳しい状況にある。

○ 人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していく。

○ 市町村合併後の施設全体の最適化を図る必要性がある。

背景

【地方財政状況調査】【公共施設状況調査】

市区町村保有の主な公共施設の
延べ床面積の推移（ｋ㎡）

普通建設事業費

扶助費

公債費

普通建設事業費等の推移（兆円）

扶助費が増
加する一方、
普通建設事
業費は減少

１９７０年代に
公共施設がもっ
とも増加

（平成）

公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行うこ

とにより、財政負担を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現することが必要。
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○調査対象の１１１団体において、

・耐用年数まで１０年未満及び耐用年数を超えた公共施設の割合は平均約４０％。

・今後４０年間における１年あたりの更新費用は、

①現在の投資的経費の約１．１倍、②現在の更新費用の約２．６倍

の額になると試算（全ての施設を更新した場合）。（参考）H26地方財政計画上の投資的経費：約11兆円

更新費用

近年における１年あたりの投資的経費（※）
１１１団体計

3,235億円（42.6％）

8,495億円

約2.6倍

約1.1倍

新規整備
費用等

更新費用

今後４０年間における１年あたりの更新費用
１１１団体計

7,596億円

※H17～H21決算の平均

4,361億円（57.4％）

公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の比較分析に関する調査結果（H24.3）

4



公共施設等の解体撤去事業に関する調査について（概要）

○ 平成25年９月１日現在で、解体撤去の意向のある公共施設等について調査（回答団体数：1,786団体）
（※現地建替等、他の建設事業と一体的に解体撤去を予定している施設は対象外）

１．調査の概要

○ 全国で12,251件の回答。このうち、１～２年以内に解体撤去の意向がある施設は、3,969件（32.4％）。
時期未定のものも5,007件（40.9％）あり、今後、中長期にわたり解体撤去の需要があると考えられる。

○ 施設種類別の件数では、公営住宅が2,810施設（22.9％）で最も多く、次いで教育関係施設が2,337施設
（19.1％）となっている。

○ 施設の築年数については、全国平均で41年となっている。

２．調査結果の概要

【施設分類別の件数（全国計）】【調査結果の概要（全国計）】

合計
12,251件

※各欄の値は当該項目の有効回答を集計したものであり、各項目の計は合計に一致しない場合がある。
※解体撤去費用（概算値）は、各団体からの有効回答を集計したものである。

１ 回答施設数（件） 12,251 3,969 32.4% 3,273 26.7% 5,007 40.9%

２ 平均築年数（年） 41 42 41 42

３
解体撤去費用
（百万円）

403,944 115,411 28.6% 127,567 31.6% 160,965 39.8%

合計
解体撤去の時期

緊急（１～２年以内） 数年程度後 未定
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（兆円）

その他

公債費

投資的経費

社会保障関係費等
の一般行政経費

給与関係経費

歳出のピーク

地方財政計画の歳出の推移

近年の地方財政計画の歳出は、高齢化の進行等により社会保障関係費（一般行政経費に計上）が増加する一方で、
行政改革等により、給与関係経費や投資的経費が減少していることから、全体としては抑制基調にある。
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○ 我が国の総人口は、2004年をピークに、今後100年間で100年前（明治時代後半）の水準に戻っ
ていく。この変化は、千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。

我が国における総人口の長期的推移

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会）
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○ 我が国の総人口は、2050年には9,515万人となり、約3,300万人（約25.5％）減少。
○ 高齢人口が約1,200万人増加するのに対し、生産年齢人口は約3,500万人、若年人口は約900万

人減少。その結果、高齢化率は約20％から約40％に上昇。

我が国における総人口の推移（年齢３区分別）

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会）
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トンネル等の緊急点検・集中点検（H25）

公共施設・インフラ更新問題に係る国の動き

社会資本整備審議会第４４回基本政策部会資料から抜粋
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第３章 「経済・財政一体改革」の推進

５．主要分野ごとの改革の取組

（２）社会資本整備等

③ 公的ストックの適正化
地方公共団体において本年度中に「公共施設等総合管理計画」が策定され、今後は「個別施設計画」の策定に移行するが、

その中で集約化・複合化等が着実に進められることが必要である。そのため、上下水道、文教施設、都市公園、公営住宅につ
いて、集約化・複合化等を実効性をもって進めるための具体的なガイドラインを策定するほか、公共施設のストック量や、一定
の期間を定めて中長期の維持管理・更新費の見通し、住民一人当たりの維持管理に要する経費等を地方公共団体間で比較
可能な形で示す「見える化」を着実に推進するとともに、都道府県においてもその取組を支援する。（略）

さらに、国有財産については既に原則として全ての資産情報が公開され、公有財産については平成29年度までに固定資産
台帳が整備されるが、これらの情報を基に、未利用資産等の全体量等を公表する等により、地域で課題を共有するとともに、
民間事業者の参画を促進すること等によって有効活用を促す方策を講ずる。また、普通財産のほか、行政財産についても有
効活用を図るため、他の用途で有効に活用可能な未利用地等を洗い出し、活用する方策について検討する。

経済財政運営と改革の基本方針2016 ～600兆円経済への道筋～（平成28年6月2日閣議決定）

Ⅲ．各分野の政策の推進

４．時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する

①稼げるまちづくりとコンパクトシティや広域連携の推進等

◎公共施設の集約化・複合化と利活用
・将来の急激な人口減少に対応し、住民生活に必要不可欠な行政サービス等の効率的・効果的な供給体制を構築していく観

点から、地方公共団体において、「生涯活躍のまち」形成や都市のコンパクト化等を進める際に、公共施設等総合管理計画
や立地適正化計画に基づき、公共施設の集約化・複合化及びその後の利活用を引き続き進められるようにする。加えて、
PPP・PFIの導入を進め、民間のビジネス機会の拡大を図る。

まち・ひと・しごと創生基本方針2016（平成28年6月2日閣議決定）

公共施設マネジメントに係る最近の動き
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※ 各府省庁は、地方公共団体等に対し、行動計画及びこれに基づく個別施設計画の速やかな策定及び公表並
びにこれらの計画に基づく取組の推進を要請する。その際、行動計画や個別施設計画の策定・推進上の留意
点、活用可能な支援策等についても通知し、地方公共団体等への支援に努める。
（インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議申し合わせ（平成25年11月29日）の内容を要約）

インフラ長寿命化計画の体系

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

（平成25年11月策定済）

公共施設等
総合管理計画

（平成26年４月に、平成28年度
までに策定するよう要請）

（行動計画） （行動計画） 【地方】【国】

（個別施設計画） （個別施設計画）

道路 河川 学校道路 河川 学校

各省庁が策定
（平成28年度までに策定）

基本計画に基づき、
インフラの維持管理・
更新等を着実に推進
するための中期的な
取組の方向性を明ら
かにする計画

行動計画に基づき、
個別施設毎の具体
の対応方針を定める
計画
※平成32年度頃までの策
定を目標

「インフラ老朽化対策
の推進に関する関係
省庁連絡会議」決定

※「基本計画」より抜粋
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・ 過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える
一方で、地方公共団体の財政は依然として厳しい状況にある。

・ 人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していく。
・ 市町村合併後の施設全体の最適化を図る必要性がある。

「公共施設等総合管理計画」の策定 （平成２６年４月２２日総務大臣通知により策定要請） ※平成26～28年度の３年間で策定

各地方公共団体が、公共施設等の全体を把握し、
長期的視点に立って公共施設等の総合的かつ計
画的な管理を行うため、「公共施設等総合管理計
画」の策定が必要。

背 景

公共施設等総合管理計画の策定促進

【取組の推進イメージ】

公共施設等の管理

まちづくり 国土強靱化

○ PPP/PFIの活用
○ 将来のまちづくりを見据えた
検討

○ 議会・住民との情報及び現状
認識の共有

○ 長期的視点に立った老朽化対策
○ 適切な維持管理・修繕の実施
○ トータルコストの縮減・平準化
○ 計画の不断の見直し・充実

○ 計画的な点検・診断
○ 修繕・更新の履歴の集積・蓄積
○ 公共施設等の安全性の確保
○ 耐震化の推進

＜公共施設等総合管理計画の内容＞

１．所有施設等の現状

・公共施設等の現況及び将来の見通し

・総人口や年代別人口についての今後の見通し

・公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費や

これらの経費に充当可能な財源の見込み

２．施設全体の管理に関する基本的な方針

・計画期間 ： １０年以上

・全ての公共施設等を対象。情報の管理・集約部署を定める。

・現状分析を踏まえ、今後の公共施設等の管理に関する基本

的な方針を記載。

・計画の進捗状況等に応じ、順次計画をバージョンアップ。今後

は、管理に関する基礎情報として固定資産台帳を活用。

12

地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について（平成27年８月28日発出）

・ 平成28年度までに、長期的視点に立って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うための計画を策定するとともに、
公共施設等の集約化・複合化等に踏み込んだ計画となるよう努めること。



公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）①

公共施設等総合管理計画のポイント

1. １０年以上の長期にわたる計画とする。

2. ハコモノに限らず、地方公共団体が所有す
るすべての公共施設等を対象とする。

3. 更新・統廃合・長寿命化など、公共施設等
の管理に関する基本的な考え方を記載。
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公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）②

総合管理計画に記載すべき事項

公共施設等及び当該団体を取り巻く現状や将来にわたる見通し・課題を客観的
に把握・分析。

一 公共施設等の現況及び将来の見通し

（１） 老朽化の状況や利用状況をはじめとした公共施設等の状況

（２） 総人口や年代別人口についての今後の見通し（30年程度が望ましい）

（３） 公共施設等の維持管理 ・修繕 ・更新等に係る中長期的な経費の見込みや
これらの経費に充当可能な財源の見込み等

※ これらの把握・分析は、公共施設等全体を対象とする。

【主な分析項目】
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公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）③

総合管理計画に記載すべき事項

（１）計画期間（１０年以上）
【例】平成２４年度から平成３３年度の１０年間を計画期間とする。ただし、計画期間内であっても必要に応じて適宜見直すものとする。（名

古屋市）

（２）全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策
【例】平成２２年４月に新設された財産経営課が中心となり、関係部局と連携しファシリティマネジメントの推進を図る。また、各取組を効率

的、かつ、効果的に推進するため、既存の庁内会議（県有施設建築計画検討会議等）を活かしつつ、財産管理統括課、技術支援担
当課、各部局（県営住宅、教育施設、警察本部、企業庁）の施設管理統括課等が連携した推進体制づくりを行う。（神奈川県）

（３）現状や課題に関する基本認識
【例】市設建築物は昭和４０年代から６０年代を中心に建設が行われ、公共土木施設は昭和３０年代の高度経済成長期の始まりを境に集

中的に整備されてきた。このため、今後、老朽化する公共施設が急増すると見込まれることから、これに対応した計画的な維持管理
が必要である。（名古屋市）

（４）公共施設等の管理に関する基本的な考え方 （次ページ以降で詳述）

（５）フォローアップの実施方針
【例】ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルを活用し、進捗管理や見直しを行い、継続的な取組を行う。また、ＰＤＣＡサイクルによる評

価を踏まえ、基本方針の見直しを行う。（長野県）

「公共施設等の現況及び将来の見通し」を踏まえ、公共施設等の総合的かつ計画的な管
理に関する基本的な方針を定める。

二 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針

施設類型（道路、学校等）ごとに、その特性を踏まえ、管理に関する基本的な方針を記載。
三 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針

【主な記載項目】

（※ 個別施設計画との整合性に留意。）
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公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）④

総合管理計画に記載すべき事項

計画期間における公共施設等の数や延べ床面積等の公共施設等の数量に関する目標を記載
するとともに、以下の事項について、管理に関する考え方を記載。

【例】将来の施設整備費を近年と同程度と仮定した場合、持続可能で健全な施設の維持管理には、現在の保有資産
量から床面積で約１割程度の削減が必要と試算される。保有資産量を減らしても適切なサービスを提供できるよ
うにするためには、施設毎の機能や利用実態を踏まえて、類似・重複した機能の統合や施設の集約化など、効率
的、効果的な整備を図る必要がある。（名古屋市）

公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針
（４） 公共施設等の管理に関する基本的な考え方

① 点検・診断等の実施方針
【例】長期保全計画の作成にあたっては、劣化診断を実施し、経年による劣化状況、外的負荷（気候天候、使用特性

等）による性能低下状況および管理状況を把握するとともに、評価を行い、施設間における保全の優先度を判断
します。（群馬県）

② 維持管理・修繕・更新等の実施方針
【例】各整備内容ごとの計画保全の時期を過ぎた既存施設について、リニューアル改修や改築に至る前に施設の安全

性や、快適性を含む施設の運営に重大な支障をきたすことのないよう、応急保全を実施する。実施にあたっては、
施設の重要度や劣化状況に応じて優先度をつけて、計画的に改修・更新する。（名古屋市）

③ 安全確保の実施方針
点検・診断等により高度の危険性が認められた公共施設等や老朽化等により供用廃止されかつ今後とも利用見込み

のない公共施設等への対処方針等、危険性の高い公共施設等に係る安全確保の実施方針について記載。

【記載事項】
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公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）⑤

総合管理計画に記載すべき事項

公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針
（４） 公共施設等の管理に関する基本的な考え方

④ 耐震化の実施方針

【例】神戸市耐震改修促進計画が定める一般営繕施設について、２７年度までに、耐震化率１００％の目標を達成する
ために計画的・効果的な施設整備を図るなどの実践支援をする。（神戸市）

⑤ 長寿命化の実施方針

【例】「長寿命化対象施設」は、現行の平均的な４０年の建替え周期を６５年へと延長して設定し、経済的且つ効果的な
保全措置を講じて築後平均使用年数を延長し、４０年で建替える場合に比して、ＬＣＣ(ライフサイクルコスト)を５ヵ
年で３０％以上低減し、次の５ヵ年も同様とする。（神戸市）

⑥ 統合や廃止の推進方針

【例】施設の統合・整理や遊休施設の活用、学校を含めた施設の複合化等によって、機能を維持しつつ、施設総量を
縮減する。複合施設においては、管理・運営についても一元化・効率化する。施設の複合化により空いた土地は、
活用・処分を促進する。（さいたま市）

⑦ 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針

【例】多岐にわたるファシリティマネジメント業務を推進するにあたって、職員一人ひとりが、従来の縦割りの中での施設
ごとの管理状況から抜け出し、常に経営的視点を持って、全体の最適化を目指す戦略的取組が必要である。その
ために、施設ごとにファシリティマネジメント推進員を設置し、ファシリティマネジメントに必要な研修を実施するなど、
必要な取組を行う。（静岡県）

【記載事項（その２）】

17



公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）⑥

総合管理計画策定にあたっての留意事項

一 行政サービス水準等の検討
• あるべき行政サービス水準を検討。

【例】市が施設を保有し続ける必要性など、施設の適正化について検討します。（相模原市）

二 公共施設等の実態把握及び総合管理計画の策定・見直し
• まずは現段階において把握可能な公共施設等の状態や現状における取組状況に基づき策定。
• 不断の見直しを実施し順次充実。

三 議会や住民との情報共有等
• 議会や住民への十分な情報提供等を行いつつ策定。

【例】持続可能で健全な施設の維持管理の検討を行うにあたり、市民と行政が施設に関する情報と問題意識を共有することが重要である。公共施設を
利用し、または支えている多くの市民と行政が問題意識を共有し、将来の公共施設のあるべき姿について幅広い議論を進めるために、施設に関す
る情報を積極的に開示する必要がある。（名古屋市）

四 数値目標の設定
• 計画の実効性を確保するため、目標の定量化に努める。

五 PPP/PFIの活用について
• 民間活力の活用のため、公共施設等に関する情報については、積極的な公開に努める。
• PPP/PFIの積極的な活用を検討。

【例】ＰＰＰなど、民間活力を活用し、機能を維持・向上させつつ、改修・更新コスト及び管理運営コストを縮減する。（さいたま市）

六 市区町村域を超えた広域的な検討等について
• 圏域の市区町村の公共施設等も念頭に、広域的視野をもって総合管理計画を検討。

【例】公共施設の最適化を図るにあたっては、あらゆる用途の施設を全て自前で整備するフルセット主義を前提とするのではなく、近隣市と公有財産（施
設等）を相互利用するなどの基礎自治体間の広域的な連携や、民間との連携による民間施設を活用した公共サービスの提供なども検討し、幅広い
視点から市民ニーズに対応していきます。（堺市）

七 合併団体等の取組について
• 合併団体や過疎地域等においては、特に早急に総合管理計画の策定を検討。 18



公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）⑦

その他

一 「インフラ長寿命化基本計画」（平成25年11月29日インフラ老朽化対策の推進に関す
る関係省庁連絡会議決定）について

総合管理計画は、平成25年11月29日に決定された「インフラ長寿命化基本計画」における地方公共団体
においてインフラ長寿命化計画（行動計画） に該当。

二 公営企業分野に係る施設について
公営企業に係る施設も総合管理計画の対象となる。

三 公共施設マネジメントの取組状況調査の実施等について
公共施設マネジメントの取組状況調査の結果や先進団体の事例等を

参考にされたい。

四 更新費用試算ソフトの活用について
更新費用試算ソフトを必要に応じ活用。

五 総合管理計画の策定に係る財政措置等について
計画策定に要する経費について、平成26年度からの３年間にわたり特別交付税措置（措置率１／２）
計画に基づく公共施設等の除却について、地方債の特例措置を創設（地方財政法改正）

六 地方公会計（固定資産台帳）との関係
固定資産台帳は、公共施設等の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込みを算出するこ

とや、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針等を充実・精緻化することに活用可能
であり、将来的には、固定資産台帳等を利用していくことが望ましい。

インフラ長寿命化計画の体系
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その他

三 公共施設マネジメントの取組状況調査の実施等について

公共施設等総合管理計画策定にあたっての指針（概要）⑧

「公共施設等総合管理計画策定取組状況等に関する調査」（平成２８年４月１日現在）

区分
都道府県 指定都市 市区町村 【参考】合計

団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合 団体数 割合

回答団体数 47 100.0% 20 100.0% 1,721 100.0% 1,788 100.0%

策定予定有 47 100.0% 20 100.0% 1,721 100.0% 1,788 100.0%

内
訳

策定済 30 31.9% 15 75.0% 398 23.1% 443 24.8%

未策定 17 68.1% 5 25.0% 1,323 76.9% 1,345 75.2%

策
定
完
了

予
定
時
期

H28年度 17 38.3% 5 25.0% 1,313 76.3% 1,335 74.7%

H29年度
以降

0 0.0% 0 0.0% 10 0.6% 10 0.6%

H28年度までに策定予定 47 100.0% 20 100.0% 1,711 99.4% 1,778 99.4%

策定予定無 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
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